












Armed Conflict and the Political Nature
of Cultural Property




The effects of the destruction of cultural properties as seen in ethnic conflicts in
the post-cold war era have been detrimental. Discussions on protection of cultural
properties are vital to enhance understanding of tradition's history to the next
generation. Considering the political nature of cultural properties, the purpose of
this study is to show a new direction in protection discussions. Especially I will
analyze different factors of the protections and destructions of cultural properties
based on the political implication of cultural properties. To clarify those factors,
this study will play as the first step of new measures to protection discussion.
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を含む」 (河野靖『文化遺産の保存と国際協力』風響社、 1995年、 169頁。)
4)河野、前掲書、 29頁。
5)日本における文化遺産保護の文献の代表的なものが河野靖氏による前掲書である。
6 )この条約に関してはBoylan, P.J, Review of the Convention for the Protection of Cultural Property in the












































































































































































20)ベネディクトアンダーソン著、 『増補想像の共同刷NTT出版、 1991年、 26乱(Benedict Anderson, Imagined








































































































































34) Schaffer, op. tit., pp. 52-53.
35) American Commission for the Protection and Salvage of Artistic and Historic Monuments in War Areas,
Report of the American Commission for the Protection and Salvage of Artistic and Historic Monuments




























29) Report of American Commission for the Protection and Salvage of Artistic and Historic Monuments in
War Areas, Washington D.C.: U.S. Government printing office, 1946.
30) Ronald Schaffer, Wings of Judgment: American Bombing in World WarS Oxford University Press, 1985,
p.45.
31) Schaffer, he. tit,.
32)五百旗頭真「スチムソン　日米外交の昭和を決めた男」 『季刊アスティオン』 1989年冬No.ll、 49頁。
五百旗頭真F日米戦争と戦後日本』大阪書籍、 114-116頁。































36) Schaffer, on. ci己., pp. 52-53.
37)高木徹『大仏破壊-バーミヤン遺跡はなぜ破壊されたのか』文垂春秋、 2004年。
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役立っのではなく、文化財の平和利用への道を開くことにも役立っていく。これは万が一文
化財が破壊されてしまった場合でもその文化財を活用できる方策であり、将来的に本研究を
平和へと生かしていくことにもつながる。そのため第四節では文化財の平和利用について紹
介することにする。
第四節　文化財の平和への利用
武力紛争の中で文化財の政治性が破壊・保護を通じて利用されるのであれば、また戦後に
おいても、こうした文化財の政治性の利用が可能であると考えられる。なかでも注目すべき
は平和への利用である。すでに文化財の平和への利用のいくつかは進められている。ここで
はアジアのなかで破壊された文化財と保護された文化財の利用の例を概観していく。
<破壊された文化財の利用:北朝鮮と韓国>3
北朝鮮の金剛山のふもとに、金剛山四大寺のひとっの神渓寺がある。この寺は北朝鮮の文
化財として指定されているが、朝鮮戦争の際に韓国軍の攻撃によって破壊され、以来再建さ
れることなく放置されていた。しかし現在、この寺の再建が韓国政府の支援によって、南北
融和政策の一環として進められている。すぐ近くにはDMZがあり、国境周辺では厳しい監
視が続けられている.緊張状態が残るなかで、分断された南北の顧和のために寺が再建され
ている光景は、まさに破壊された文化財を通じた平和への取り組みの一つである。再建は現
在でも進められており、この取り組みの平和-の効果が明らかになるまでには時間がかかる。
しかしこれは、今後注目していくべき一つの例であるといえる。
<破壊されなかった文化財の利用:タイとカンボジア>3
破壊されなかった文化財を平和へと利用した事例もある。タイ・カンボジア国境にあるク
メール寺院のカオブラヴィ--ン遺跡もその一つである。この寺院の帰属は長い間国境紛争
の象徴であり、ようやく1962年に--グ国際裁判所により、寺院の敷地内はカンボジア領、
寺院の入り口はタイ領であるとされた。この遺跡は9世紀から300年かけて建立され、アン
コールワットに匹敵する唯一のクメール遺跡とも言われてきたが、寺院は断崖にあり周囲を
遠くまで見渡せるため、 1975年からのカンボジア内戦時にはボルボトによって軍事的要塞
が構えられた。こうして周囲には無数の地雷が埋められ紛争の舞台と化していった。しかし
最近になって、この文化財の観光資源としての価値が注目を浴びるようになったことから、
38)著者は2006年2月に現地を訪問し、直接、神漢時の住職から話を聞いたoここではそのときのインタビューと現地
で配られるパンフレットを資料とした。
39)特定非営利活動法人人道的地雷除去支援の会http://www.jahds.org/top.html (2006年5月)にプロジェクトの
詳細が紹介されている
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寺院を世界通産へと登録するためのタイとカンボジアでの共同作業が基本合意に達するに至っ
た。世界遺産登録には安全確保や環境設備そしてインフラ整備などが必要とされるが、この
場所では一国だけの努力で条件を整えることができなかったことが、合意に至ったのである。
タイ・カンボジア両国政府は、これを両国間の恒久的平和構築のシンボルとして推進してい
る。この取り組みは、破壊されることなく残った文化財を平和へと利用する代表的な例とい
える。
このように、文化財は紛争で破壊されなかった場合だけでなく、紛争で破壊されたもので
あっても、平和-の活用という可能性を持っ。しかし、破壊された文化財が平和へと利用さ
れることは、破壊が肯定される理由にはならない。爆撃は一瞬で文化財を破壊する.しかし
再建には莫大な時間と費用か必要となる。そして、破壊によって壊された文化財を完全に元
に戻すことは不可能である.また、破壊によって生じる破壊側と被破壊側の心理的な溝を埋
めるのにも長い年月が必要となってくる。文化財を破壊した場合は、それが運良く再建され
ることになっても、文化財が保護された場合に比べて、破壊側にも被破壊側にも大きな負担
となることを考慮する必要がある。
復興段階での資金を文化財修復に注ぐことも疑問視されることがある。そして、むしろ破
壊された文化財を、紛争の負の遺産の記憶として残すべきであるという議論もある。しかし、
文化財が不幸にも破壊された場合にも、こうした文化財の修復や再建をとおして平和へと役
立てられるのであれば、修復は負の遺産として残す以上の意味を持っものとも考えられる。
武力紛争下での文化財の破壊と保護それぞれに異なる目的があり、そこでは文化財の異なっ
た政治性が背景にあったことを考慮すると、紛争後の文化財の活用の段階でも、破壊された
文化財と保護された文化財では、異なった利用方法が考えられる。このような文化財の平和
への利用への可能性は、今後さらに広がって行くとみられる。こうした可能性を広げていく
ためにも、文化財の政治性を追及することで、平和構築に利用可能な文化財の政治的要素を
提示していく必要があるといえる。
終わりに
こうして文化財の政治性を考察し、それをもとに武力紛争と文化財の関係を見てきたこと
で、文化財の意図的な破壊や保護には文化財の政治性とそれを取り巻く政治的背景の違いが
影響を与えることが明らかになった。そしてこのようにして破壊・保護の政治的背景を含め
た意味を理解することは、今後の文化財破壊危機への対応に重要な役割を果たしていくこと
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も示してきた。また文化財の持つ政治性の分析は、戦後に保護された文化財のみならず、破
壊された文化財でさえも平和利用への道があることを示唆していた。
文化財が持っ政治的な意味は、本稿で示してきたものだけではない。今後も文化財を破壊
という危機から救い平和へと活用していくために、さらに多くの文化財の政治性を明らかに
することが重要である。そして同時に、この研究を続けることによって、現状の武力紛争下
での文化財保護に技術論や法律論だけでない新しい議論を提示することができると考えてい
る。
文化財保護に着目した場合の問題点は、現状での文化財保護の行き詰まりが、国際社会の
中で制度を作り上げていくための体制が整っていないことである。この問題の解決のために
も、文化財が政治的にどのような意味を持っのか、破壊を防ぎ保護していくことにどのよう
な意味があるのかなどを今後さらに追及していく必要がある。それは、紛争という状況では
人命が危機であるため、保護の意味を論理的に政治的な視点から説明をすることができなけ
れば、文化財保護への協力を得ることは困難といえるからである。
文化財破壊に着目すると、破壊危機が差し迫った場合破壊を思いとどまらせることが、もっ
とも重要な方法であることがわかる。そのためにも文化財の政治的意味の追求をさらに続け、
文化財保護の政治的利益、破壊の政治的不利益を、破壊を行おうとするものに対する説得の
際に提示し、彼らに合理的に保護を選択させることにつなげていきたいと考えている。
武力紛争下での文化財の保護は、その制度自体がいまだに国際社会で確立されたものでは
ない。しかし、文化財の現状を鑑みればこの枠組みは早急に確立させていくことが望ましい。
制度を確立していくためにも、今後さらに新たな文化財保護議論や活用方法を模索していき、
議論の活性化を促進していく必要性を強調していく必要があるといえる。
